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わたしたちの食と

アメリカ産豚肉

 ３２９円 /kg
（TPP 発効時４０４円）

政府 ・農水省のとんでもないウソ
「差額関税制度を維持できたから安い豚肉の輸入
は１割程度しか入ってこない」

「国産豚肉の価格も関税削減相当分くらいしか下
がらない」

農家のみなさん！
政府・農水省試算に欺されてはなりません！

「価格」か「安心」か・・・消費者も正念場

ＴＰＰ
シリーズＴＰＰ （４）

国産豚肉

 ５９０円 /kg
（普通５９０円～銘柄６５０円）

ひきつづき
豚肉編

【アメリカの豚肉生産】

・世界一の豚肉輸出国。日本への輸出が最大。

・アメリカ中西部アイオワ州中心の穀倉地帯で安
価・大量の GM コーン（穀物飼料）で育つ。

・繁殖と肥育・食肉処理（パッカー）の分業と集
約化・追直統合で大規模化（生産効率化）。

・大規模企業養豚の繁殖メス豚飼養頭数は１社で
102 万頭。契約農家当たり飼養頭数 5,000 頭。

・豚媒介の新型インフルエンザＨ１Ｎ１の発生と
拡大（感染症の拡大）。

・抗生物質・ホルモン剤などの薬剤使用をめぐる
他国との貿易紛争。GM をめぐる貿易紛争。

【日本の豚肉生産】

・世界一の豚肉輸入国。４８％を輸入（こ
れ以上輸入するの！）。

・穀物飼料を国内自給できず、アメリカに
依存している弱さ。　　　　　　　　　

（岩瀬牧場は食品残さ発酵飼料自家生産）

・家族経営による小規模養豚が多い。それ
でも１農家当たり飼養頭数 1,800 頭。　
　　　（岩瀬牧場はわずか 360 頭）

・日本の消費者意識から生産では安全・安
心には気を使う。

・島国のため世界的ウイルス感染・流行は
入りにくい

ＴＰＰを批准してしまったら、この価格競争になるのは明らか！
１０年のうちに国内生産の７０％がなくなる。政府・農水省は「ア
メリカ産豚肉はコンビネーション輸入が継続し、関税のかからない
５２４円/kgでの輸出が９割となり、３２９円（２７９円+関税５０円）
の安い豚肉は１割しか入ってこない」と！そんな訳あるはずない。
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豚肉の原産地構成（2014年）
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　農水省 「試算」 の変節

　農水省は２０１３年 「試算」 では、 「内外価格差が２倍

強もあるので、 ＴＰＰに参加して関税を撤廃すると価格競

争に負けて国内生産の７０％は壊滅して、 米国産等に置

き換わる」 と試算していた。

　ところが、 昨年１２月政府が大筋合意をしたとたんに、

「差額関税制度が維持されたから、 輸入価格は分岐点価

格の５２４円 /kg の豚肉が９割、 ３２４円 /kg （２７９円 +

従量税５０円） の豚肉は１割しか入ってこない」 と、 わず

か４７４円～５２４円の間の差額関税 （０円～５０円の関

税） をアメリカなどが避けて、 関税のかからない５２４円

/kg の高値の豚肉を日本に輸出するだろうと勝手な 「見

込み」 を発表した。

　加えて、 国産豚肉の価格下落率を小さく見積もるため

なのか、 銘柄豚価格も６９０円から６５０円に引き下げ、

普通の豚肉価格も６２６円を５９０円にして、 価格下落幅

を小さく見積もって影響が少ないように見せる。

　何という楽観的こじつけの 「見込み」 と小細工をするの

だろうか？おそらく２０１３年試算を提出した農水官僚は

政府によって左遷されたにちがいない。

【２０１３年試算】

政府合意後 【２０１５年１２月試算】

国産の７割が壊滅と予測

？？

？？

？？
？？

？？
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国産の価格帯５９０円～６５０円

政府 ・農水省の 「試算」 のウソ

　国民の食糧の生産と安全に責任を持つべき政府 ・ 農

水省なのに、こんな 「だまくらかし」 や 「小細工」 をして、

本当に情けない限りですが、 農水省が示した下記の３つ

の図を使って、 いかに国民に 「ウソ」 をついているかを

説明します。

　少々めんどうな図ですが、 少しごいっしょ下さい。

米国産豚肉
平均価格
279円

関税
５０円に！

279円

３２９円

５２４円

関税がかからない
分岐点

従量税 従価税撤廃！←差額関税→

279円

米国産豚肉
平均価格
279円

関税
267円

関税22.5円

546.5円
546.5円

関税率がいちばん
小さい分岐点価格

従価税従量税

これまで ＴＰＰ発効後 差額関税制度があることで安い部位の輸
入が抑制されるというこれまでの例

　農水省の図を生協の方で手を入れて、 グローバル価格競争とアメリカに食を売り渡すＴＰＰの縮図を下記説明します。

これまで ＴＰＰが発効すると

　「従価税４．３％は撤廃したが、 差額関税は確保したか

ら、 安い豚肉の単体輸入は１割に留まる」 と政府は宣伝

しています。 これには何の根拠もありません。

　これまで外国が日本に豚肉を輸出する際は、 ５２４円～

６４．５３円 /kg までの間で 「差額関税」 が課せられ、 価

格が下がるにつれて関税額が高くなって最大４８２円の関

税がかかっていました。

　上の左図を見て下さい。 アメリカ産豚肉の平均価格は

２７９円 /kg で、 これまではこの価格の部位を単体で日

本に輸出しようとすると、 ２６７円の関税を払って、 日本

の市場には課税後価格５４６．５円 /kg で流通。

　ところが、 高い部位と安い部位を組み合わせて日本に

輸出すると （コンビネーション輸入）、 その平均単価が

５２４円であれば、 いちばん関税がかからなくて済む抜け

道の制度があり、 諸外国はこれを利用して日本に豚肉を

輸出してきました。 安い部位の輸入が抑制される効果が

あったと農水省は言います。

　今回のＴＰＰ合意で勝ち誇ったように確保したと騒ぐ 「差

額関税」 は 「４７４円～５２４円」 のわずか５０円の区間で

す。 ４７４円以下の価格の豚肉部位は一律５０円の 「従価

税」 がかかるだけです。 農水省は苦し紛れに、 上右の図

の４７４円～５２４円の幅をわざと大きく見せて書いています。

　アメリカの平均価格２７９円 /kg の豚肉は５０円の税金さ

え払えば、 日本の市場に３２９円 /kg （２７９円 + ５０円）

で殴り込みをかけられるのです。 日本の国産豚肉の価

格は５９０円～６５０円 /kg （農水省２０１５年） ですから、

日本の養豚をつぶすには十分でしょう。

　政府は 「長期の関税削減期間を確保した」 と自慢してい

ますが、 この従価税は TPP 発効時１２５円で１０年後５０円

ですから、 スタート時は４０４円 /kg （２７９円 + １２５円） で

す。 この価格でも十分日本産豚肉を駆逐できるでしょう。

　アメリカは税金がかからなくなる分岐点５２４円のコンビ

ネーション輸入に留まるわけはなく、 ５０円程度の関税を

払ってでも日本の養豚を駆逐してしまう方が手早く日本市

場を手にすることができると考えるのが常識です。

国産の価格帯

５９０円～６５０円

５０円
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〇今国会でＴＰＰを批准してしまえば、 ２０１３年の農水省試算

の通り、 日本の畜産の７０％はなくなってしまうでしょう。 養豚

農家戸数がこの２５年で７分の１に減り、 輸入豚肉が４８％ま

で占めてきた日本の食の現実の中で、 日本の生産者農家も

消費者も共に何を守るかの正念場を迎えています。

　価格競争の結末が抗生物質、 ホルモン剤多用、 遺伝子組

み換えトウモロコシで育てられたお肉では如何せん、 国民の

健康が確保されるとは思えません。 日本でも乳がんが急増し

たのは外国畜産物の残留ホルモン剤だったことはすでに周知

の事実です。

　消費者にとって、 価格が安いに越したことはありませんが、

その結果が安全と引き替えの 「安さ」 では、 今般の規制緩和

によるバス会社の価格競争の結末の結果尊い命を奪った事故

と同じように思います。 そしていちど生産基盤を失えば、 食糧

安全保障から言ってももう相手の言いなりでしょう。 ＴＰＰとグ

ローバル価格競争は食糧主権放棄を意味します。

〇政府は 「充実した経営安定対策で農家所得を確保して、

国産豚肉の価格下落の影響を緩和できる」 と言っています。

しかし日本政府が国内対策 （養豚経営安定対策 ： マルキン）

を発表した翌１２月１０日には早速米国業界の意向を受けて

米国政府ビルザック農務長官は 「不満」 を表明しています。

今後圧力が強まるのは必至です。

〇さらに加えて政府は 「中国やアジアでの豚肉需要が急激に

伸びているので、他の豚肉輸入国との買い付け競争が激しく、

買い負ける可能性がある」 などととぼけています。

　右図のように中国が２００４年の豚肉輸出国から２０１４年に

は７８万トンの輸入に転じたのは、 中国経済急成長による富

裕層の爆喰だけでなく、 ２００８年の北京オリンピック特需と共

に、 中国国内の家畜伝染病 （豚繁殖 ・ 呼吸器障害症候群

ＰＲＲＳ） による生産減に拠るところが大きいとされています。

にもかかわらず、 政府は右図のように中国は２０２４年には

１２８万トンの輸入をして、 世界一の豚肉輸入国である日本を

抜くと予想し、これでお魚と同様に豚肉も中国に 「買い負ける」

から輸入は増えないなどと言ってます。 あきれます。

〇アメリカのターゲットは明らかに日本人の豚肉消費の残り

５２％ （９０万トン） を獲得することにあります。 　　（文責大石）

〇日米個別協議と TPP 交渉では米通商代表部（USTR）代表のフロマンが日本の豚肉の「差額関税」をし
つこく叩き、甘利がいらだちを隠せなかったと伝えられ、TPP 交渉でもひときわ目立ったのが「豚肉」で
した。先行して豚肉を取り上げましたが、TPP 合意の全体像と共に、主食のコメや小麦、乳製品などにつ
いて順次問題提起してゆく予定です。
　他方、私たち常総生協はこうした TPP 情勢の中で、昨年２月より家族養豚の岩瀬牧場の支援に入り、昨
年春岩瀬さんは亡くなるも、今は後を継いだ卓子さんと牧場スタッフとともに、牧場の生き残りの事業計
画を立て始めています。追って職員井上君・伊藤君より報告・提案をする予定です。

みのりフーズ（岐阜県羽鳥市）で保管されていた、ダ
イコー株式会社＋＋に廃棄物として処理を依頼されて
いた食品で判明している商品は次の通り（消費者庁）。 

〇 ( 株 ) 壱番屋の「ビーフカツ」( 冷凍 5 枚入り )
〇 ( 株 ) ニチレイフーズ「ナチュラルクリスプ（フラ

イドポテト）」
〇 ( 株 ) ニチレイフーズ「今川焼」

〇協同乳業 ( 株 )「フローズンシェイク　チョコ」
〇高梨乳業（株）北海道工場「北海道チェリーモッツァ

レラ」
〇 ( 株 ) ニッセン「おさつ甘露」
〇イオン ( 株 )「チーズのでるソーセージ」
〇イオン ( 株 )「たけのこ土佐煮」
〇 COOP「びんちょうまぐろスライス」（2015 年 4

月で販売終了。当該製品には賞味期限の印字なし）

ダイコー ・みのりフーズ 「廃棄食品横流し」 事件　（消費者庁リコール情報）

世界の豚肉需給 （２００９年）

米国産豚肉の輸出先別輸出量推移

世界とアジアの豚肉の輸入状況 （農水省）

豚の飼養動向 （農水省）

日本農業新聞 （2015.12.10)


